
事務局　四国中央市金生町下分７８９-１
　　　　http://www.iyomishima-rc.jp
　　　　E-mail:iyomis@iyomishima-rc.jp
例　会　金曜日　12：10～13：10
■会長／佐藤慎輔　  ■幹事／渡邊吉和 　 ■広報委員長／清家敏満　

四国中央商工会議所内
ＴＥＬ（0896）5 8 - 3 5 3 0
ＦＡＸ（0896）5 8 - 6 2 9 4

「桜咲く三島公園」

ＷＥＥＫＬＹ

２
０２０-２０２１

伊予三島ロータリークラブ伊予三島ロータリークラブ伊予三島ロータリークラブ

2020-2021年度国際ロータリーテーマ

2020-2021年度国際ロータリー会長　Holger Knaack（ホルガー・クナーク）

　災害廃棄物は想定される4連動南海地震 (東海・東南海・南海・日向灘 )で愛

媛県が平成25年12月の最終報告によると四国中央市では、約200万～300万ト

ンが推定されております。

　四国中央市クリーセンターのごみ焼却場 (平成12年3月竣工 )とリサイクル

施設 (平成9年3月竣工 )が一体となった処理施設の処理能力は、最大日量150

トン (50トン ×3基 )です。通常日の処理量は、約70～80トン、リサイクル処

理は、約6～7トンです。当市能力で試算すると約6年間と推計されます。

　沿岸部では製紙機械や倉庫の収容物、家屋や車両、土砂等が混合状態となっ

た災害廃棄物が大量に発生する恐れがあります。それらは人命救助や復旧・復
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開会　佐藤慎輔　会長

来賓紹介
　燧灘防災会　会長　大西 　忍氏

出席報告　 
　出席会員（３３名中）　　　　  　　３０名
　出席免除　　　　　　　　　　　　　１名
　出席率　　　　　　　　　　９３．７５％
　第３２３６回修正出席率　　９６．８８％

会長の時間
○新入会員紹介
　三島運輸 ( 株 )　代表取締役　川崎直人氏
　（紹介者：桂　髙司会員）
○結婚記念日御祝
　石川　勉御夫妻（５０年）、鈴木和範御夫妻（９年）
○出席表彰
　外山英敏君（３５年）、篠原聡一君（１６年）
　渡邊吉和君（　４年）、井川　正君（　１年）
　鈴木和範君（　１年）

幹事報告
・篠原　徹　ガバナー　～　
　ガバナー・ノミニー・デジグネート
　(2023-24 年度ガバナー ) 候補指名について
　　徳島ＲＣ　吉岡宏美氏

・例会変更通知
（新居浜南）
　日時　４月６日 ( 火 )→１日 ( 木 ) に変更
　　　　( 合同例会 )

例会行事
ロータリー財団委員会
　金崎敏明　委員長

ニコニコ紹介
佐藤慎輔会長～
　川崎直人さん入会おめでとうございます。よろし
くお願いします。

渡邊吉和幹事～
　川崎直人さん、伊予三島ロータリークラブ入会お
めでとうございます。これからのロータリー活動を
一緒に楽しみましょう。

桂　髙司副会長～
　川崎直人さん入会おめでとうございます。これか
らのロータリーライフを一緒に楽しみましょう。

竹本哲也会員増強委員長～
　本日から三島運輸の川崎直人さんが入会してい
ただきました。おめでとうございます。今日からよ
ろしくお願いします。

金﨑敏明Ｒ財団委員長～
　本日はロータリー財団委員会の時間です。外部卓
話はひうち灘防災会の大西会長様をお招きして講
演いただきます。宜しくおねがいいたします。

結婚記念祝～石川　勉君、鈴木和範君

出席表彰～外山英敏君、篠原聡一君、渡邊吉和君、
　　　　　井川　正君、鈴木和範君

ロータリー財団委員会

命を繋ぐ災害廃棄物処理と BCP

         　燧灘防災会　会長　大 西  忍

 №３７

令和 3.3.12

第３２３８回

興の支障となり、また火災、悪臭、衛生害虫等の発生源にもなるなど生活環境を保全する上での支

障となる。さらに、重要な生活基盤が崩れることから、迅速かつ適正な処理が最重要課題の一つです。

　四国中央市内の地場産業である紙産業を軸として二次産業、三次産業、その他総数は全体の90%、

約4万人の市民が就業者です。市民の皆さん8万人の生活基盤を支えているのが皆さんの事業所です。

　今後、末曽有の災害が予想される中で、災害廃棄物処理計画が重要となります。生活の資源とな

る働き場所が失われ、遅延状態になることが想定されます。
社会奉仕委員会

（定例理事会）

　３月26日プログラム予定

　再建に向けての、災害廃棄物処理計画の早期の取り組みが重要課題となります。事前対策、災害
時の対策、災害後復旧復興対策の取り組みが必要となります。これまでの、東日本大震災、九州南
部地震など教訓を生かし、多種・大量の災害廃棄物の処理に当たり、国の総合調整や財政支援、県
内外自治体の広域処理や人的派遣、学界・有識者の助言、民間事業者の技術提供、有志のボランティ
アなど、各界から多大な御支援を頂ける枠組み、顔の見える行革、繋がりが必要です。
　事業所の体力が左右されるものではありますが、出来るもの、出来ないものの仕分け作業から始
まり、これまでの、取り組みから得られた知見、課題への対応状況、提言などを机上と実践訓練に
繋げることが肝要と思います。
　このことから、中小企業 BCP(事業継続計画 )の作成準備が必要となります。
　東日本大震災 (平成23年3月11日発生 )において、中小企業の多くが、貴重な人材を失ったり、設
備を失ったことで、廃業に追い込まれました。また、被災の影響が少なかった企業においても、復
旧が遅れ自社の製品・サービスが供給できず、その結果顧客が離れ、事業を縮小し従業員を解雇し
なければならないケースも見受けられました。
　ボランティア活動を共にしている中で、従業員は手当も保証もない中で黙々と片付け作業をして
いる姿にわびしくさえ思えました。従業員は、会社は私達と両輪ですよ、事業主です。どちらがか
けても成り立ちませんよ、元の職場に戻して給料をもらいたいと、つぶやいて下りました。また、
大川小学校の様に先生の認識不足で児童78名と先生10人の尊い命を無くしましたことなどを含め、
このように緊急事態はいつ発生するかわかりません。BCPとは、こうした緊急事態への備えのこと
の準備が BCPです。


